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顧客の課題解決を総合的に支援するビジネスパートナーを目指し
グループ内外の「フォーカス＆シナジー」を加速させる
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Management

ミッション「ひとりひとりのアントレプレナーシップで世界を

元気に」にも示されるように、当社の価値創造の源泉は「当

事者意識が高く起業家精神あふれる人材」です。アントレプ

レナーシップを発揮するための仕組みや環境づくりについて

も、常にアップデートしていく必要があると認識しています。

ネット広告市場が2桁以上の成長を続けていたフェーズ

では、新卒社員を採用し、主にOJTを通して成長を後押し

することで、各自の自己実現と事業成長につなげていくと

いう育成モデルでした。しかし市場ニーズが複雑化・高度

化していく中、こうしたやり方だけでは課題解決能力や

アントレプレナーシップの発揮機会が限定されます。今後

は若手層だけでなくミドル層、シニア層も含めひとりひと

りのキャリア開発をより丁寧にサポートできる環境の整備

にも努めていきます。事業間シナジーの促進に合わせた

グループ内でのジョブローテーションの加速など、個々の

キャリア開発に資する仕組みも拡充していく方針です。

次代の経営を担う人材育成の必要性も認識しています。

私自身は30代前半から子会社の役員・社長などを経験し

てきましたが、現在の当社グループでは組織が大きくなっ

たこともありそうしたキャリアパスは以前より減っていま

す。しかし次代のグループ経営を担っていくには若い頃か

ら社内外の人的ネットワーク構築や、重要な意思決定の経

験を積むことが欠かせません。そこで取締役会では、優秀

な若手に多様な経営の経験を積んでもらうための「人材

プール」の検討を開始しています。

市場や需要がますます多様化する中で、今後はチーム

メンバーの構成やプロジェクトの組み方もより多様になって

いくはずです。社内のダイバーシティ推進を通じて様々な考

え方や価値観を尊重し合い、連携を強化することで、多様な

プロジェクトを進められる組織風土を醸成するとともに、ひ

とりひとりのアントレプレナーシップの発揮を後押しするこ

とで、持続的な成長を目指していきたいと考えています。

昨年の代表就任以降、私はサステナビリティ委員会の委

員長も務めていますが、サステナビリティ活動を通して改め

て深く認識したことがあります。私たちは「マーケットが求

めるニーズ」と「受け継いできたDNA」のマッチングを常に考

えねばならない、ということです。社会や市場が求めるもの

が絶えず変わっていく中で、企業は過去から継承してきた理

念や使命をベースとしながら、事業・活動内容をアップデー

トしていかねばなりません。当社グループには創業から主

力事業を変化させながら成長してきた歴史があります。「変

わり続ける外部環境」と「世界を元気にするという使命」と

の掛け合わせを絶えずチェックし、自らの成長につなげると

いうスタンスはこれからも常に持ち続けていきます。

20年前、当社の入社面接を受けたとき、創業者であり当

時の社長・七村は私にこう語りました。

「『逆境に強い、変化できる会社』にしたい。だから君も

過去や現在ではなく未来について語ってほしい」──。

当社の中でこの姿勢・DNAは20年前と全く変わっていま

せん。「ひとりひとりのアントレプレナーシップで世界を元

気に」という使命が、変化する社会の中でこれからも当社

グループの存在理由となるように、私たちは顧客や社会か

ら提示された多種多様な課題に向き合い、活動をアップ

デートしながら、企業価値を向上させ続けていきます。

変化と環境整備の両面が必要だと感じています。5年前の

コロナ禍突入以降、当社ではリモートワークを推進してき

ました。外部環境が大きく変化する中で、当社の文化でも

ある「変化への適応力」を存分に発揮し、大きな支障なく

事業運営を継続することができた一方で、シナジー創出の

前提となる社員同士のネットワーク量の減少という弊害が

生じたことも事実です。「フォーカス＆シナジー」で進んで

いきたい方向性と現状のギャップを埋めるべく、2025年よ

り週2日以上の出社を基本とする制度変更を行いました。

加えて、オフィスレイアウトや社内イベントも社員同士が交

流しやすいスタイルにアップデートしました。このような社

内ネットワークの活性化促進については、当社の人的資本

を最大化し業績向上につなげていくための重要な取り組

みの一つとして今後も進めていきます。

これまでは、各部署内・各事業会社内でチームワークを

発揮して成果を出すという意識が強く、所属会社の垣根を

越えた連携の機会は限定的でした。しかし、時間の経過と

ともに成果が見えてくると、社員ひとりひとりがより広範に

シナジーを生み出していこうという意識を強めていくはず

です。顧客課題が高度化する中では、個の力を集結しチー

ムワークを発揮することが不可欠です。まだ道半ばです

が、チームでシナジーを創出しより大きな成果を出すとい

うマインドをこれまで以上に強く持つことで、各事業内、事

業間の連携、電通グループ協業の拡張、出資やM&Aなど

を含む外部パートナーとの協業、という「4層のシナジー創

出」を自然発生的に増やしていき、顧客への提供価値向

上、そして当社の業績拡大、企業価値向上につなげていく

考えです。

2024年12月期の連結業績は期初予想に対して未達、

前期実績に対しては増収減益となりました。足元の課題と

して認識している収益性と生産性の2点のうち、特に収益

性については着実に向上してきています。一方で、生産性

にはまだ改善の余地があるため、2025年12月期は引き続

きこれらの改善に取り組みながら、増収の継続と増益転換

によるV字回復にコミットします。

当社はこれまでローリング方式で中期経営方針を発表

してきましたが、前述した事業環境の変化もあり、3年単位

で将来を見通すことの難易度が上がってきています。この

ため、2025年12月期からはローリング方式を取り止め、

その代わりに「2030年までに当期利益100億円を創出し、

高成長と高還元の両立を実現する企業体を目指す」とい

う、中長期で目指したい姿を掲げました。

中長期で目指したい姿の実現に向けて、引き続き

「フォーカス＆シナジー」を掲げ事業運営を推進していきま

す。まず前期の「フォーカス」の取り組みを発展させる形で、

デジタルマーケティング事業の中にあった3領域を、2025

年1月から報告セグメントに変更しました。

「シナジー」の取り組みもさらに加速させます。領域内の

クロスセルに一定の成果が生まれた点を踏まえ、第二段階

として事業間シナジーの創出を強化していきます。各事業

の顧客アセットに他事業の商品やサービスを紹介すること

で、新たな事業機会をつくり出し、業績向上につなげます。

この「事業間のクロスセル」もすでに実績が出始めています。

また、電通グループとのシナジー創出も進展させます。

当社は電通グループの中でも、自らフロント機能を持って

顧客の課題解決に向き合える独自の立ち位置にあり、提

携開始当初は当社のケイパビリティを電通グループの顧客

に提案する活動を中心に協業を進めてきました。この取り

組みに加えて、今後は電通グループが持つ幅広いケイパビ

リティを当社の顧客に届けることで、協業をさらに加速さ

せるべくチャレンジしていきたいと考えています。

さらにその先には、当社グループや電通グループが持つ

ケイパビリティだけでは解決できない顧客課題もあると考

えています。これに対しては、出資・M&Aを含む様々な形

で外部パートナーとの多様なコラボレーションを広げるこ

とで、デジタルマーケティングを軸とした隣接領域のケイパ

ビリティも獲得・強化し、顧客の課題解決を総合的に支援

できるビジネスパートナーとしてのポジショニングを確立

します。2024年12月期から準備してきた外部パートナーと

の取り組みを着実に進めながら、2026年12月期以降はグ

ループ内外のシナジーとしてしっかり開花させていきます。

短期課題である収益性と生産性の改善、そして中長期

で目指したい姿に向けては、社員ひとりひとりのマインド

「ダイレクトビジネス」「データ・ソリューション」という3領

域に区分し、各々が独自の顧客アセットとフロント機能を

持つ形に編成し直しました。また、メディアプラットフォー

ム事業は2024年より運用を開始した事業継続基準にそっ

てポートフォリオマネジメントの規律を徹底し、その結果、

三つの事業会社を連結除外することとなりました。これに

より、当社が今後どの領域に経営資源を集中させ、成長し

ていくかを、一定程度明確にできたと考えています。

組織再編を踏まえ、「シナジー」の創出も徐々に始まって

います。まず第一段階として、2024年12月期後半から各

領域内におけるクロスセルを強めてきました。各事業会社

が自社のサービスだけでなく、同じ領域内の他社のサービ

スも紹介・提案する、あるいは営業の連携強化を行うなど

の動きが出始めています。「シナジー」の起こし方やその効

果が実感できてきたことで、グループとしての一体感がこ

れまで以上に醸成されつつあると感じています。

昨年4月、新たな経営体制をスタートさせるにあたって、

私は「フォーカス＆シナジー」という中期テーマを掲げまし

た。「フォーカス」とは、自分たちの強みであるデジタルマー

ケティングを軸として事業を再編し、リソースを集中させる

領域を見定め、ポートフォリオのメリハリをつけていくこと。

「シナジー」とは、自分たちが持つアセットやリソースを活

用しながら、これまで以上にチームワークによって事業拡

大やビジネス創造を推進していくことを指します。

こうした新たなテーマを打ち出した背景には、当社を取

り巻く環境の変化があります。日本のネット広告市場は

2024年に3.7兆円規模となり、2030年には5兆円規模に

なると推測されています。※今後もこの市場で成長を続け

ていくためには、消費者やメディア、そして広告主（顧客）の

様々な変化に適応し続けられるプレイヤーとなることが必

要不可欠です。特に、顧客企業における変化を捉える重要

性がこれまで以上に増していると感じています。従来、宣

伝部、販促部、営業部など複数の部門が個別に裁量を持

ちながらマーケティング活動を推進してきた企業において、

マーケティングの目的を社内で統合し、各部門が持つユー

ザのデータも横断的、かつ戦略的に活用する、といった動

きが顕著です。そして本質的には、広告やマーケティングの

部分最適に限らず、より幅広い課題を解決したいという

ニーズの顕在化が進んでいます。

従来のように「デジタル広告が得意」というだけではこ

の状況は勝ち抜けません。広告領域での総合力を高めな

がら、顧客課題を包括的に捉え、そこにソリューションを提

供できるケイパビリティが必要です。例えば、コンサルティン

グやマーケティング領域における組織開発と広告運用を組

み合わせた提案など、より包括的で戦略的なアプローチが

求められています。そのため、現時点で当社に不足してい

るケイパビリティを有するパートナーとの連携も視野に入

れながら、複雑で高度な顧客課題に対して総合的な支援

を担える事業ポートフォリオの形成を目指していきます。

2024年度は、中期テーマ「フォーカス＆シナジー」にそっ

た動きとして、まず「フォーカス」の面で大きな進展があり

ました。二つの報告セグメントのうち、デジタルマーケティン

グ事業については「マーケティング・コミュニケーション」

企業の課題解決を担う
事業ポートフォリオの形成を目指す

新体制初年度は「フォーカス」に一定の
成果、「シナジー」はさらなる強化へ

※株式会社電通「2024年日本の広告費」および当社推計
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ミッション「ひとりひとりのアントレプレナーシップで世界を

元気に」にも示されるように、当社の価値創造の源泉は「当

事者意識が高く起業家精神あふれる人材」です。アントレプ

レナーシップを発揮するための仕組みや環境づくりについて

も、常にアップデートしていく必要があると認識しています。

ネット広告市場が2桁以上の成長を続けていたフェーズ

では、新卒社員を採用し、主にOJTを通して成長を後押し
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験を積むことが欠かせません。そこで取締役会では、優秀
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いくはずです。社内のダイバーシティ推進を通じて様々な考
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プロジェクトを進められる組織風土を醸成するとともに、ひ
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とで、持続的な成長を目指していきたいと考えています。
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て深く認識したことがあります。私たちは「マーケットが求
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性については着実に向上してきています。一方で、生産性
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によるV字回復にコミットします。

当社はこれまでローリング方式で中期経営方針を発表

してきましたが、前述した事業環境の変化もあり、3年単位

で将来を見通すことの難易度が上がってきています。この

ため、2025年12月期からはローリング方式を取り止め、

その代わりに「2030年までに当期利益100億円を創出し、

高成長と高還元の両立を実現する企業体を目指す」とい

う、中長期で目指したい姿を掲げました。

中 長 期 で目 指した い 姿 の 実 現 に 向 けて、引き続き

「フォーカス＆シナジー」を掲げ事業運営を推進していきま

す。まず前期の「フォーカス」の取り組みを発展させる形で、

デジタルマーケティング事業の中にあった3領域を、2025

年1月から報告セグメントに変更しました。

「シナジー」の取り組みもさらに加速させます。領域内の

クロスセルに一定の成果が生まれた点を踏まえ、第二段階

として事業間シナジーの創出を強化していきます。各事業

の顧客アセットに他事業の商品やサービスを紹介すること

で、新たな事業機会をつくり出し、業績向上につなげます。

この「事業間のクロスセル」もすでに実績が出始めています。

また、電通グループとのシナジー創出も進展させます。

当社は電通グループの中でも、自らフロント機能を持って

顧客の課題解決に向き合える独自の立ち位置にあり、提

携開始当初は当社のケイパビリティを電通グループの顧客

に提案する活動を中心に協業を進めてきました。この取り

組みに加えて、今後は電通グループが持つ幅広いケイパビ

リティを当社の顧客に届けることで、協業をさらに加速さ

せるべくチャレンジしていきたいと考えています。

さらにその先には、当社グループや電通グループが持つ

ケイパビリティだけでは解決できない顧客課題もあると考

えています。これに対しては、出資・M&Aを含む様々な形

で外部パートナーとの多様なコラボレーションを広げるこ

とで、デジタルマーケティングを軸とした隣接領域のケイパ

ビリティも獲得・強化し、顧客の課題解決を総合的に支援

できるビジネスパートナーとしてのポジショニングを確立

します。2024年12月期から準備してきた外部パートナーと

の取り組みを着実に進めながら、2026年12月期以降はグ

ループ内外のシナジーとしてしっかり開花させていきます。

短期課題である収益性と生産性の改善、そして中長期

で目指したい姿に向けては、社員ひとりひとりのマインド

「ダイレクトビジネス」「データ・ソリューション」という3領

域に区分し、各々が独自の顧客アセットとフロント機能を

持つ形に編成し直しました。また、メディアプラットフォー

ム事業は2024年より運用を開始した事業継続基準にそっ

てポートフォリオマネジメントの規律を徹底し、その結果、

三つの事業会社を連結除外することとなりました。これに

より、当社が今後どの領域に経営資源を集中させ、成長し

ていくかを、一定程度明確にできたと考えています。

組織再編を踏まえ、「シナジー」の創出も徐々に始まって

います。まず第一段階として、2024年12月期後半から各

領域内におけるクロスセルを強めてきました。各事業会社

が自社のサービスだけでなく、同じ領域内の他社のサービ

スも紹介・提案する、あるいは営業の連携強化を行うなど

の動きが出始めています。「シナジー」の起こし方やその効

果が実感できてきたことで、グループとしての一体感がこ

れまで以上に醸成されつつあると感じています。

昨年4月、新たな経営体制をスタートさせるにあたって、

私は「フォーカス＆シナジー」という中期テーマを掲げまし

た。「フォーカス」とは、自分たちの強みであるデジタルマー

ケティングを軸として事業を再編し、リソースを集中させる

領域を見定め、ポートフォリオのメリハリをつけていくこと。

「シナジー」とは、自分たちが持つアセットやリソースを活

用しながら、これまで以上にチームワークによって事業拡

大やビジネス創造を推進していくことを指します。

こうした新たなテーマを打ち出した背景には、当社を取

り巻く環境の変化があります。日本のネット広告市場は

2024年に3.7兆円規模となり、2030年には5兆円規模に

なると推測されています。※今後もこの市場で成長を続け

ていくためには、消費者やメディア、そして広告主（顧客）の

様々な変化に適応し続けられるプレイヤーとなることが必

要不可欠です。特に、顧客企業における変化を捉える重要

性がこれまで以上に増していると感じています。従来、宣

伝部、販促部、営業部など複数の部門が個別に裁量を持

ちながらマーケティング活動を推進してきた企業において、

マーケティングの目的を社内で統合し、各部門が持つユー

ザのデータも横断的、かつ戦略的に活用する、といった動

きが顕著です。そして本質的には、広告やマーケティングの

部分最適に限らず、より幅広い課題を解決したいという

ニーズの顕在化が進んでいます。

従来のように「デジタル広告が得意」というだけではこ

の状況は勝ち抜けません。広告領域での総合力を高めな

がら、顧客課題を包括的に捉え、そこにソリューションを提

供できるケイパビリティが必要です。例えば、コンサルティン

グやマーケティング領域における組織開発と広告運用を組

み合わせた提案など、より包括的で戦略的なアプローチが

求められています。そのため、現時点で当社に不足してい

るケイパビリティを有するパートナーとの連携も視野に入

れながら、複雑で高度な顧客課題に対して総合的な支援

を担える事業ポートフォリオの形成を目指していきます。

2024年度は、中期テーマ「フォーカス＆シナジー」にそっ

た動きとして、まず「フォーカス」の面で大きな進展があり

ました。二つの報告セグメントのうち、デジタルマーケティン

グ事業については「マーケティング・コミュニケーション」

中長期で目指したい姿に向けて
シナジー創出を加速させる

FY2024
● 領域内

シナジー推進
● アライアンス準備

FY2025
● 事業間

シナジー強化
● 電通グループ

協業の進展
● アライアンス

推進

FY2026～
● グループ内外

シナジー開花
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ミッション「ひとりひとりのアントレプレナーシップで世界を

元気に」にも示されるように、当社の価値創造の源泉は「当

事者意識が高く起業家精神あふれる人材」です。アントレプ

レナーシップを発揮するための仕組みや環境づくりについて

も、常にアップデートしていく必要があると認識しています。

ネット広告市場が2桁以上の成長を続けていたフェーズ

では、新卒社員を採用し、主にOJTを通して成長を後押し

することで、各自の自己実現と事業成長につなげていくと

いう育成モデルでした。しかし市場ニーズが複雑化・高度

化していく中、こうしたやり方だけでは課題解決能力や

アントレプレナーシップの発揮機会が限定されます。今後

は若手層だけでなくミドル層、シニア層も含めひとりひと

りのキャリア開発をより丁寧にサポートできる環境の整備

にも努めていきます。事業間シナジーの促進に合わせた

グループ内でのジョブローテーションの加速など、個々の

キャリア開発に資する仕組みも拡充していく方針です。

次代の経営を担う人材育成の必要性も認識しています。

私自身は30代前半から子会社の役員・社長などを経験し

てきましたが、現在の当社グループでは組織が大きくなっ

たこともありそうしたキャリアパスは以前より減っていま

す。しかし次代のグループ経営を担っていくには若い頃か

ら社内外の人的ネットワーク構築や、重要な意思決定の経

験を積むことが欠かせません。そこで取締役会では、優秀

な若手に多様な経営の経験を積んでもらうための「人材

プール」の検討を開始しています。

市場や需要がますます多様化する中で、今後はチーム

メンバーの構成やプロジェクトの組み方もより多様になって

いくはずです。社内のダイバーシティ推進を通じて様々な考

え方や価値観を尊重し合い、連携を強化することで、多様な

プロジェクトを進められる組織風土を醸成するとともに、ひ

とりひとりのアントレプレナーシップの発揮を後押しするこ

とで、持続的な成長を目指していきたいと考えています。

昨年の代表就任以降、私はサステナビリティ委員会の委

員長も務めていますが、サステナビリティ活動を通して改め

て深く認識したことがあります。私たちは「マーケットが求

めるニーズ」と「受け継いできたDNA」のマッチングを常に考

えねばならない、ということです。社会や市場が求めるもの

が絶えず変わっていく中で、企業は過去から継承してきた理

念や使命をベースとしながら、事業・活動内容をアップデー

トしていかねばなりません。当社グループには創業から主

力事業を変化させながら成長してきた歴史があります。「変

わり続ける外部環境」と「世界を元気にするという使命」と

の掛け合わせを絶えずチェックし、自らの成長につなげると

いうスタンスはこれからも常に持ち続けていきます。

20年前、当社の入社面接を受けたとき、創業者であり当

時の社長・七村は私にこう語りました。

「『逆境に強い、変化できる会社』にしたい。だから君も

過去や現在ではなく未来について語ってほしい」──。

当社の中でこの姿勢・DNAは20年前と全く変わっていま

せん。「ひとりひとりのアントレプレナーシップで世界を元

気に」という使命が、変化する社会の中でこれからも当社

グループの存在理由となるように、私たちは顧客や社会か

ら提示された多種多様な課題に向き合い、活動をアップ

デートしながら、企業価値を向上させ続けていきます。

変化と環境整備の両面が必要だと感じています。5年前の

コロナ禍突入以降、当社ではリモートワークを推進してき

ました。外部環境が大きく変化する中で、当社の文化でも

ある「変化への適応力」を存分に発揮し、大きな支障なく

事業運営を継続することができた一方で、シナジー創出の

前提となる社員同士のネットワーク量の減少という弊害が

生じたことも事実です。「フォーカス＆シナジー」で進んで

いきたい方向性と現状のギャップを埋めるべく、2025年よ

り週2日以上の出社を基本とする制度変更を行いました。

加えて、オフィスレイアウトや社内イベントも社員同士が交

流しやすいスタイルにアップデートしました。このような社

内ネットワークの活性化促進については、当社の人的資本

を最大化し業績向上につなげていくための重要な取り組

みの一つとして今後も進めていきます。

これまでは、各部署内・各事業会社内でチームワークを

発揮して成果を出すという意識が強く、所属会社の垣根を

越えた連携の機会は限定的でした。しかし、時間の経過と

ともに成果が見えてくると、社員ひとりひとりがより広範に

シナジーを生み出していこうという意識を強めていくはず

です。顧客課題が高度化する中では、個の力を集結しチー

ムワークを発揮することが不可欠です。まだ道半ばです

が、チームでシナジーを創出しより大きな成果を出すとい

うマインドをこれまで以上に強く持つことで、各事業内、事

業間の連携、電通グループ協業の拡張、出資やM&Aなど

を含む外部パートナーとの協業、という「4層のシナジー創

出」を自然発生的に増やしていき、顧客への提供価値向
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きこれらの改善に取り組みながら、増収の継続と増益転換

によるV字回復にコミットします。

当社はこれまでローリング方式で中期経営方針を発表

してきましたが、前述した事業環境の変化もあり、3年単位

で将来を見通すことの難易度が上がってきています。この

ため、2025年12月期からはローリング方式を取り止め、

その代わりに「2030年までに当期利益100億円を創出し、

高成長と高還元の両立を実現する企業体を目指す」とい

う、中長期で目指したい姿を掲げました。

中長期で目指したい姿の実現に向けて、引き続き

「フォーカス＆シナジー」を掲げ事業運営を推進していきま

す。まず前期の「フォーカス」の取り組みを発展させる形で、

デジタルマーケティング事業の中にあった3領域を、2025

年1月から報告セグメントに変更しました。

「シナジー」の取り組みもさらに加速させます。領域内の

クロスセルに一定の成果が生まれた点を踏まえ、第二段階

として事業間シナジーの創出を強化していきます。各事業

の顧客アセットに他事業の商品やサービスを紹介すること

で、新たな事業機会をつくり出し、業績向上につなげます。

この「事業間のクロスセル」もすでに実績が出始めています。

また、電通グループとのシナジー創出も進展させます。

当社は電通グループの中でも、自らフロント機能を持って

顧客の課題解決に向き合える独自の立ち位置にあり、提

携開始当初は当社のケイパビリティを電通グループの顧客

に提案する活動を中心に協業を進めてきました。この取り

組みに加えて、今後は電通グループが持つ幅広いケイパビ

リティを当社の顧客に届けることで、協業をさらに加速さ

せるべくチャレンジしていきたいと考えています。

さらにその先には、当社グループや電通グループが持つ

ケイパビリティだけでは解決できない顧客課題もあると考

えています。これに対しては、出資・M&Aを含む様々な形

で外部パートナーとの多様なコラボレーションを広げるこ

とで、デジタルマーケティングを軸とした隣接領域のケイパ

ビリティも獲得・強化し、顧客の課題解決を総合的に支援

できるビジネスパートナーとしてのポジショニングを確立

します。2024年12月期から準備してきた外部パートナーと

の取り組みを着実に進めながら、2026年12月期以降はグ

ループ内外のシナジーとしてしっかり開花させていきます。

短期課題である収益性と生産性の改善、そして中長期

で目指したい姿に向けては、社員ひとりひとりのマインド

「ダイレクトビジネス」「データ・ソリューション」という3領

域に区分し、各々が独自の顧客アセットとフロント機能を

持つ形に編成し直しました。また、メディアプラットフォー

ム事業は2024年より運用を開始した事業継続基準にそっ

てポートフォリオマネジメントの規律を徹底し、その結果、

三つの事業会社を連結除外することとなりました。これに

より、当社が今後どの領域に経営資源を集中させ、成長し

ていくかを、一定程度明確にできたと考えています。

組織再編を踏まえ、「シナジー」の創出も徐々に始まって

います。まず第一段階として、2024年12月期後半から各

領域内におけるクロスセルを強めてきました。各事業会社

が自社のサービスだけでなく、同じ領域内の他社のサービ

スも紹介・提案する、あるいは営業の連携強化を行うなど

の動きが出始めています。「シナジー」の起こし方やその効

果が実感できてきたことで、グループとしての一体感がこ

れまで以上に醸成されつつあると感じています。

昨年4月、新たな経営体制をスタートさせるにあたって、

私は「フォーカス＆シナジー」という中期テーマを掲げまし

た。「フォーカス」とは、自分たちの強みであるデジタルマー

ケティングを軸として事業を再編し、リソースを集中させる

領域を見定め、ポートフォリオのメリハリをつけていくこと。

「シナジー」とは、自分たちが持つアセットやリソースを活

用しながら、これまで以上にチームワークによって事業拡

大やビジネス創造を推進していくことを指します。

こうした新たなテーマを打ち出した背景には、当社を取

り巻く環境の変化があります。日本のネット広告市場は

2024年に3.7兆円規模となり、2030年には5兆円規模に

なると推測されています。※今後もこの市場で成長を続け

ていくためには、消費者やメディア、そして広告主（顧客）の

様々な変化に適応し続けられるプレイヤーとなることが必

要不可欠です。特に、顧客企業における変化を捉える重要

性がこれまで以上に増していると感じています。従来、宣

伝部、販促部、営業部など複数の部門が個別に裁量を持

ちながらマーケティング活動を推進してきた企業において、

マーケティングの目的を社内で統合し、各部門が持つユー

ザのデータも横断的、かつ戦略的に活用する、といった動

きが顕著です。そして本質的には、広告やマーケティングの

部分最適に限らず、より幅広い課題を解決したいという

ニーズの顕在化が進んでいます。

従来のように「デジタル広告が得意」というだけではこ

の状況は勝ち抜けません。広告領域での総合力を高めな

がら、顧客課題を包括的に捉え、そこにソリューションを提

供できるケイパビリティが必要です。例えば、コンサルティン

グやマーケティング領域における組織開発と広告運用を組

み合わせた提案など、より包括的で戦略的なアプローチが

求められています。そのため、現時点で当社に不足してい

るケイパビリティを有するパートナーとの連携も視野に入

れながら、複雑で高度な顧客課題に対して総合的な支援

を担える事業ポートフォリオの形成を目指していきます。

2024年度は、中期テーマ「フォーカス＆シナジー」にそっ

た動きとして、まず「フォーカス」の面で大きな進展があり

ました。二つの報告セグメントのうち、デジタルマーケティン

グ事業については「マーケティング・コミュニケーション」

価値創造の源泉となる
人的資本をさらに高める

変わり続けるものと受け継いでいくもの
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From 最初の上司
まだ若かりし頃、お客様との懇親会
で誰よりも積極的に場を盛り上げつ
つ、必ず翌朝までにお礼のメールを
送っていました。コミュニケーション
のスピードと量が秀でていて、その
心がけが非常に好印象でした。

神埜さんは、明確なビジョンを持ち、人を巻き込
みながら成果を創出するリーダーです。コミュニ
ケーションを重視し、緻密なシミュレーションで
成功確率の高い選択肢を見極める戦略的思考
力を備えています。

From かつてのチームメンバー
私が新入社員の時、直属のマネージャーが神埜さんでした。当
時から経営視点を持ち、高い熱量で周囲を巻き込み、成功する
まで挑戦し続ける強さを持っていました。神埜さん主導で独自
広告商品の企画・開発を行うプロジェクトでの、市場を俯瞰した
戦略構築力、交渉力、そして多くの社内外のパートナーと協働
する中でも常に明るくポジティブに、強いリーダーシップを発揮
していた姿を今でも覚えています。新経営体制2年目となり、グ
ループをさらに力強くけん引してくれると思います。

当社代表取締役グループ社長執行役員に就任後、
中長期で目指したい姿に向けて「フォーカス＆シナジー」を推進する神埜。
そのリーダーシップや高い志はどこから来るのか、彼の人柄を伝える印象的なエピソードを集めました。 社

長
他
己
紹
介

若
手
時
代
の
上
司
や
部
下
︑同
期
社

員
な
ど
︑神
埜
雄
一
と
キ
ャ
リ
ア
の

一
時
期
を
と
も
に
し
た
こ
と
が
あ
る

5
名
か
ら
見
た
姿
を
紹
介
し
ま
す
︒

From かつてのチームメンバー
2012年当時、SNS広告を扱う部署でメディ
アセールスの立ち上げを一緒に経験しまし
た。プラットフォーマーに我々の強みを伝え、
それを活かせる商品をつくってほしいと交渉
する姿に強いリーダーシップを感じていまし
た。また、GIVE&TAKE精 神 を常 に 意 識し、
パートナーを大切にする姿勢を神埜さんか
ら学びました。

From 同期メンバー
神埜さんほど当事者意識の強い人間
を見たことがないというくらい、メン
バー時代から全社的な視点での考え
方や視野の広い捉え方をしており、グ
ループの代表にもなるべくしてなった
と思います。思考の奥行きも深く、未
来予想をすることが好きで、数年先に
とどまらず十年先も見据えているので
はないでしょうか。

Septeni Japan株式会社
第二ディスプレイ領域
統括

田熊 洋平

Septeni Japan株式会社
AX・メディアソリューション
領域 メディア戦略推進部
エキスパート

田中 愛美

From 先輩社員

株式会社FLINTERS
ビジネス
プロデュース本部
Senior Manager

梅澤 信哉

当社グループ執行役員
（マーケティング・

コミュニケーション事業）

芦田 憲久

当社グループ執行役員
（データ・ソリューション事業）

武藤 政之

ミッション「ひとりひとりのアントレプレナーシップで世界を

元気に」にも示されるように、当社の価値創造の源泉は「当

事者意識が高く起業家精神あふれる人材」です。アントレプ

レナーシップを発揮するための仕組みや環境づくりについて

も、常にアップデートしていく必要があると認識しています。

ネット広告市場が2桁以上の成長を続けていたフェーズ

では、新卒社員を採用し、主にOJTを通して成長を後押し

することで、各自の自己実現と事業成長につなげていくと

いう育成モデルでした。しかし市場ニーズが複雑化・高度

化していく中、こうしたやり方だけでは課題解決能力や

アントレプレナーシップの発揮機会が限定されます。今後

は若手層だけでなくミドル層、シニア層も含めひとりひと

りのキャリア開発をより丁寧にサポートできる環境の整備

にも努めていきます。事業間シナジーの促進に合わせた

グループ内でのジョブローテーションの加速など、個々の

キャリア開発に資する仕組みも拡充していく方針です。

次代の経営を担う人材育成の必要性も認識しています。

私自身は30代前半から子会社の役員・社長などを経験し

てきましたが、現在の当社グループでは組織が大きくなっ

たこともありそうしたキャリアパスは以前より減っていま

す。しかし次代のグループ経営を担っていくには若い頃か

ら社内外の人的ネットワーク構築や、重要な意思決定の経

験を積むことが欠かせません。そこで取締役会では、優秀

な若手に多様な経営の経験を積んでもらうための「人材

プール」の検討を開始しています。

市場や需要がますます多様化する中で、今後はチーム

メンバーの構成やプロジェクトの組み方もより多様になって

いくはずです。社内のダイバーシティ推進を通じて様々な考

え方や価値観を尊重し合い、連携を強化することで、多様な

プロジェクトを進められる組織風土を醸成するとともに、ひ

とりひとりのアントレプレナーシップの発揮を後押しするこ

とで、持続的な成長を目指していきたいと考えています。

昨年の代表就任以降、私はサステナビリティ委員会の委

員長も務めていますが、サステナビリティ活動を通して改め

て深く認識したことがあります。私たちは「マーケットが求

めるニーズ」と「受け継いできたDNA」のマッチングを常に考

えねばならない、ということです。社会や市場が求めるもの

が絶えず変わっていく中で、企業は過去から継承してきた理

念や使命をベースとしながら、事業・活動内容をアップデー

トしていかねばなりません。当社グループには創業から主

力事業を変化させながら成長してきた歴史があります。「変

わり続ける外部環境」と「世界を元気にするという使命」と

の掛け合わせを絶えずチェックし、自らの成長につなげると

いうスタンスはこれからも常に持ち続けていきます。

20年前、当社の入社面接を受けたとき、創業者であり当

時の社長・七村は私にこう語りました。

「『逆境に強い、変化できる会社』にしたい。だから君も

過去や現在ではなく未来について語ってほしい」──。

当社の中でこの姿勢・DNAは20年前と全く変わっていま

せん。「ひとりひとりのアントレプレナーシップで世界を元

気に」という使命が、変化する社会の中でこれからも当社

グループの存在理由となるように、私たちは顧客や社会か

ら提示された多種多様な課題に向き合い、活動をアップ

デートしながら、企業価値を向上させ続けていきます。

変化と環境整備の両面が必要だと感じています。5年前の

コロナ禍突入以降、当社ではリモートワークを推進してき

ました。外部環境が大きく変化する中で、当社の文化でも

ある「変化への適応力」を存分に発揮し、大きな支障なく

事業運営を継続することができた一方で、シナジー創出の

前提となる社員同士のネットワーク量の減少という弊害が

生じたことも事実です。「フォーカス＆シナジー」で進んで

いきたい方向性と現状のギャップを埋めるべく、2025年よ

り週2日以上の出社を基本とする制度変更を行いました。

加えて、オフィスレイアウトや社内イベントも社員同士が交

流しやすいスタイルにアップデートしました。このような社

内ネットワークの活性化促進については、当社の人的資本

を最大化し業績向上につなげていくための重要な取り組

みの一つとして今後も進めていきます。

これまでは、各部署内・各事業会社内でチームワークを

発揮して成果を出すという意識が強く、所属会社の垣根を

越えた連携の機会は限定的でした。しかし、時間の経過と

ともに成果が見えてくると、社員ひとりひとりがより広範に

シナジーを生み出していこうという意識を強めていくはず

です。顧客課題が高度化する中では、個の力を集結しチー

ムワークを発揮することが不可欠です。まだ道半ばです

が、チームでシナジーを創出しより大きな成果を出すとい

うマインドをこれまで以上に強く持つことで、各事業内、事

業間の連携、電通グループ協業の拡張、出資やM&Aなど

を含む外部パートナーとの協業、という「4層のシナジー創

出」を自然発生的に増やしていき、顧客への提供価値向

上、そして当社の業績拡大、企業価値向上につなげていく

考えです。

2024年12月期の連結業績は期初予想に対して未達、

前期実績に対しては増収減益となりました。足元の課題と

して認識している収益性と生産性の2点のうち、特に収益

性については着実に向上してきています。一方で、生産性

にはまだ改善の余地があるため、2025年12月期は引き続

きこれらの改善に取り組みながら、増収の継続と増益転換

によるV字回復にコミットします。

当社はこれまでローリング方式で中期経営方針を発表

してきましたが、前述した事業環境の変化もあり、3年単位

で将来を見通すことの難易度が上がってきています。この

ため、2025年12月期からはローリング方式を取り止め、

その代わりに「2030年までに当期利益100億円を創出し、

高成長と高還元の両立を実現する企業体を目指す」とい

う、中長期で目指したい姿を掲げました。

中 長 期 で目 指した い 姿 の 実 現 に 向 けて、引き続き

「フォーカス＆シナジー」を掲げ事業運営を推進していきま

す。まず前期の「フォーカス」の取り組みを発展させる形で、

デジタルマーケティング事業の中にあった3領域を、2025

年1月から報告セグメントに変更しました。

「シナジー」の取り組みもさらに加速させます。領域内の

クロスセルに一定の成果が生まれた点を踏まえ、第二段階

として事業間シナジーの創出を強化していきます。各事業

の顧客アセットに他事業の商品やサービスを紹介すること

で、新たな事業機会をつくり出し、業績向上につなげます。

この「事業間のクロスセル」もすでに実績が出始めています。

また、電通グループとのシナジー創出も進展させます。

当社は電通グループの中でも、自らフロント機能を持って

顧客の課題解決に向き合える独自の立ち位置にあり、提

携開始当初は当社のケイパビリティを電通グループの顧客

に提案する活動を中心に協業を進めてきました。この取り

組みに加えて、今後は電通グループが持つ幅広いケイパビ

リティを当社の顧客に届けることで、協業をさらに加速さ

せるべくチャレンジしていきたいと考えています。

さらにその先には、当社グループや電通グループが持つ

ケイパビリティだけでは解決できない顧客課題もあると考

えています。これに対しては、出資・M&Aを含む様々な形

で外部パートナーとの多様なコラボレーションを広げるこ

とで、デジタルマーケティングを軸とした隣接領域のケイパ

ビリティも獲得・強化し、顧客の課題解決を総合的に支援

できるビジネスパートナーとしてのポジショニングを確立

します。2024年12月期から準備してきた外部パートナーと

の取り組みを着実に進めながら、2026年12月期以降はグ

ループ内外のシナジーとしてしっかり開花させていきます。

短期課題である収益性と生産性の改善、そして中長期

で目指したい姿に向けては、社員ひとりひとりのマインド

「ダイレクトビジネス」「データ・ソリューション」という3領

域に区分し、各々が独自の顧客アセットとフロント機能を

持つ形に編成し直しました。また、メディアプラットフォー

ム事業は2024年より運用を開始した事業継続基準にそっ

てポートフォリオマネジメントの規律を徹底し、その結果、

三つの事業会社を連結除外することとなりました。これに

より、当社が今後どの領域に経営資源を集中させ、成長し

ていくかを、一定程度明確にできたと考えています。

組織再編を踏まえ、「シナジー」の創出も徐々に始まって

います。まず第一段階として、2024年12月期後半から各

領域内におけるクロスセルを強めてきました。各事業会社

が自社のサービスだけでなく、同じ領域内の他社のサービ

スも紹介・提案する、あるいは営業の連携強化を行うなど

の動きが出始めています。「シナジー」の起こし方やその効

果が実感できてきたことで、グループとしての一体感がこ

れまで以上に醸成されつつあると感じています。

昨年4月、新たな経営体制をスタートさせるにあたって、

私は「フォーカス＆シナジー」という中期テーマを掲げまし

た。「フォーカス」とは、自分たちの強みであるデジタルマー

ケティングを軸として事業を再編し、リソースを集中させる

領域を見定め、ポートフォリオのメリハリをつけていくこと。

「シナジー」とは、自分たちが持つアセットやリソースを活

用しながら、これまで以上にチームワークによって事業拡

大やビジネス創造を推進していくことを指します。

こうした新たなテーマを打ち出した背景には、当社を取

り巻く環境の変化があります。日本のネット広告市場は

2024年に3.7兆円規模となり、2030年には5兆円規模に

なると推測されています。※今後もこの市場で成長を続け

ていくためには、消費者やメディア、そして広告主（顧客）の

様々な変化に適応し続けられるプレイヤーとなることが必

要不可欠です。特に、顧客企業における変化を捉える重要

性がこれまで以上に増していると感じています。従来、宣

伝部、販促部、営業部など複数の部門が個別に裁量を持

ちながらマーケティング活動を推進してきた企業において、

マーケティングの目的を社内で統合し、各部門が持つユー

ザのデータも横断的、かつ戦略的に活用する、といった動

きが顕著です。そして本質的には、広告やマーケティングの

部分最適に限らず、より幅広い課題を解決したいという

ニーズの顕在化が進んでいます。

従来のように「デジタル広告が得意」というだけではこ

の状況は勝ち抜けません。広告領域での総合力を高めな

がら、顧客課題を包括的に捉え、そこにソリューションを提

供できるケイパビリティが必要です。例えば、コンサルティン

グやマーケティング領域における組織開発と広告運用を組

み合わせた提案など、より包括的で戦略的なアプローチが

求められています。そのため、現時点で当社に不足してい

るケイパビリティを有するパートナーとの連携も視野に入

れながら、複雑で高度な顧客課題に対して総合的な支援

を担える事業ポートフォリオの形成を目指していきます。

2024年度は、中期テーマ「フォーカス＆シナジー」にそっ

た動きとして、まず「フォーカス」の面で大きな進展があり

ました。二つの報告セグメントのうち、デジタルマーケティン

グ事業については「マーケティング・コミュニケーション」
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FOCUS

強みの源泉：アントレプレナーシップ
アントレプレナーシップという言葉は一般的には「起業家精神」と訳されますが、当社では一般的な意味に加えて、ひとりひとりに言葉の解釈を委ねています。

社内でよく語られる解釈の一つに「コントロール可能な資源を超越して機会を追求すること」というものがあります。このような資質と姿勢を持つ人材、
そしてひとりひとりがそれぞれの形のアントレプレナーシップを見出して日々実践することこそが当社グループの強みの源泉となっています。

OUR

ENTREPRENEURSHIP

私たちの
アントレプレナーシップ

つなげる
広げる

焚きつける

後押しする

努力する

学ぶ

創造する楽しさで
ワクワクする

変化を楽しむ

信じる
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ひとりひとりの
アントレプレナーシップ

「今」に集中し、全力でやり抜く

株式会社セプテーニ・
ホールディングス　
HRオフィス
ビジネスパートナー部
ES推進課

福島 史帆実

感謝という深い洞察
一緒に働く仲間にあなたはどのよう

な感謝を伝えますか？ 相手に感謝する
ということは働く上でとても大切なこ
とですが、誰が、何をやったのかを理解
していないと感謝はできないと思いま
す。「周りの人の行動を深く洞察し、そ
れに感謝する」これが私のアントレプレ
ナーシップだと解釈しています。

株式会社FLINTERS
エンジニアリング本部 
AI & AP SOL部

志村 桐門アントレプレナーシップとは育むもの
多くの失敗を重ねながらも、上司から学んだ「自責の念を持つ」

「自分の1つ上のレイヤーを意識する」「コンフォートゾーンから抜け
出す」「打席に立つことを恐れない」「Noと言える勇気」の指針を大
切に挑戦してきたことで、自然とアントレプレナーシップを育んでき
たのではないかと思っています。

株式会社電通ダイレクト　第1アカウント室

飯田 晋平

頼れるパートナーとして寄り添う
社内外問わず業務で向き合う方々に対して、「頼れるパート

ナー」でありたいと考えています。そのために先頭に立って引っ
張っていくだけではなく、皆さんの横で（ときには後ろからも）支え
るということをいつも意識しているので、「寄り添う」という表現が
私のアントレプレナーシップを表す言葉だと考えました。

ミロゴス株式会社　セールス部

千葉 萌香

「まずはやってみる」の精神！
ポジティブさと積極性で楽しく邁進中

「まずはやってみる」の精神で新しいことにも挑戦し続けることで、メ
ディア担当として重要な攻めの姿勢、関係構築能力などを学び、成長で
きていると思っています。またそれは挑戦できる環境、素直に応援し合え
る環境がセプテーニにあるからです。今後も楽しく挑戦し続けていきます。

Septeni Japan株式会社　
AX・メディアソリューション領域　メディア戦略推進部

串﨑 朱純

私 は2018年4月 にアスリート社 員
（フェンシング競技）として入社しまし

た。現役選手のとき、結果を意識しすぎ
て自分のパフォーマンスを発揮できない
ことがありました。未来を意識して不安
になるときは、「今」に意識を向け、目の
前のことだけに集中するようにしていま
した。昨年、現役を引退しましたが、こ
れからどんなことをするにしても、目の
前のことに全力で取り組み、後悔のな
いよう挑戦を続けていきたいです。

当社社員それぞれのアントレプレナーシップを表す「動詞」と
それを選んだ背景を紹介します。
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当社グループには社員ひとりひとりのアントレプレナーシップを醸成し、また活かす機会が多くあります。そ

の一つが新規事業コンテスト「gen-ten」です。「gen-ten」とは、2012年より毎年開催している社内新規事業

プランコンテストであり、入社年次や所属部署などの制限なく、グループ従業員であれば誰でも何度でも挑

戦できます。事業責任者としての情熱にあふれ、事業プランが高く評価された従業員は、新規事業の開発・育

成を担うグループ会社の（株）セプテーニ・インキュベートや、事業シナジーの高いグループ各社での事業の

実現が支援されます。

通算14回目の開催となった「gen-ten2024」は、当社グループの経営体制の刷新と中期テーマの変更を機

に、大幅にアップデートしました。

従来は、「個」をそれまで関わっていた領域と異なる飛び地に送り出し、「スタンドアローン×遠心力」のエ

ネルギーによって新事業が生まれるという考え方に沿って、フリーテーマで新規事業プランを募集していまし

た。今回は、特定の分野に多くの人を巻き込む「チームワーク×求心力」を重要視する中期テーマ「フォーカス

&シナジー」に沿って、一つのテーマを設定し、事業プランを募集しました。そのテーマが「生成AI」です。

アントレプレナーシップを体現するイベント

「gen-ten」とは

生成AIにフォーカスした「gen-ten2024」

「gen-ten」
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